
最低制限価格の設定要領 

 

第１ 趣旨 

この要領は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）

第１６７条の１０第２項（第１６７条の１３の規定により準用する場合を含む。）及び

田川広域水道企業団契約事務規則（令和５年規則第２号）第２０条の規定により最低制

限価格を設定するときの取扱いについて必要な事項を定めるものとする。  

第２ 最低制限価格  

  最低制限価格は、次条で得た額に消費税及び地方消費税を加えた額とする。ただし、

企業長が必要と認める場合は、次条の上下限の範囲内において設定することができる。 

第３ 最低制限価格の設定方法  

 １ 建設工事の最低制限価格は、次に掲げる額の合計額の１，０００円未満を切り捨て

た額とする。ただし、その額が当該工事の予定価格に１００分の９２を乗じて得た額

を超える場合にあっては当該工事の予定価格に１１０分の９２を乗じて得た額の 

１，０００円未満を切り捨てた額とし、当該工事の予定価格に１００分の７５を乗じ

て得た額に満たない場合にあっては当該工事の予定価格に１１０分の７５を乗じて得

た額の１，０００円未満を切り上げた額とする。  

⑴ 直接工事費の額に１００分の９７を乗じて得た額 

⑵ 共通仮設費の額に１００分の９０を乗じて得た額  

⑶ 現場管理費の額に１００分の９０を乗じて得た額  

⑷ 一般管理費の額に１００分の６８を乗じて得た額  

 ２ 建設工事に係る業務委託の最低制限価格は、次の表業種区分の欄に掲げる業務の種

類ごとに、同表アからエまでの欄に掲げる額の合計額の１，０００円未満を切り捨て

た額とする。ただし、その額が当該業務委託の予定価格に１００分の９０を乗じて得

た額を超える場合にあっては当該業務委託の予定価格に１１０分の９０を乗じて得た

額の１，０００円未満を切り捨てた額とし、当該業務委託の予定価格に１００分の 

７０を乗じて得た額に満たない場合にあっては当該業務委託の予定価格に１１０分の

７０を乗じて得た額の１，０００円未満を切り上げた額とする。 

 

 



業務区分 ア イ ウ エ 

測量業務 直接測量費の額 測量調査費の額 

諸経費の額に 

100 分の 48 を 

乗じて得た額 

－ 

建築関係建設 

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務 
直接人件費の額 特別経費の額 

技術料等経費の額に 

100 分の 60 を 

乗じて得た額 

諸経費の額に 

100 分の 60 を 

乗じて得た額 

土木関係建設 

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務 
直接人件費の額 直接経費の額 

その他原価の額に 

100 分の 90 を 

乗じて得た額 

一般管理費等の額に 

100 分の 48 を 

乗じて得た額 

地質調査業務 直接調査費の額 

間接調査費の額に 

100 分の 90 を 

乗じて得た額 

解析等調査業務費の額に 

100 分の 80 を 

乗じて得た額 

諸経費の額に 

100 分の 48 を 

乗じて得た額 

補償関係 

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務 
直接人件費の額 直接経費の額 

その他の原価に 

100 分の 90 を 

乗じて得た額 

一般管理費等の額に 

100 分の 45 を 

乗じて得た額 

 ３ 前２項に掲げる額が明確に区分されていないものについての最低制限価格は、前２

項の規定にかかわらず、その都度予定価格に１００分の７０から１００分の９０まで

の範囲内で企業長が定める割合を乗じて得た額とする。  

附 則 

 この要領は、令和３年１２月１３日から施行し、同日以降に競争入札に付する建設工事 

及び建設工事に係る業務委託について適用する。  

附 則 

 この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、令和５年１０月１７日から施行し、同日以降に競争入札に付する建設工事

及び建設工事に係る業務委託について適用する。 


